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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．３．2 国内外の機関との研究協力及び共同研究 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

当該事業実施に係る

根拠（個別法条文な

ど） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第一号 

放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診

断及び治療並びに放射線の医学的利用に関する研究開発 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第七号 

前各号の業務に附帯する業務を行うこと 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評

価、政策評価・行政事

業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） － － － －  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  産業界や大学、研究機関のそ

れぞれの研究や技術に関す

る能力を活用し、共通のテー

マについて分担あるいは協

力して効率的に研究開発を

推進する。  

 

 

・放射線防護や、重粒子線を

中心とした放射線治療の分

野において、海外から広く有

能な人材を求めるための国

産業界や大学、研究機関のそ

れぞれの研究や技術に関する

能力を活用し、共通のテーマ

について分担あるいは協力し

て効率的に研究開発を推進す

る。 

 

 

・放射線防護や、重粒子線を

中心とした放射線治療の分野

において、海外から広く有能

な人材を求めるための国際共

 

 

 

 

 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 国内外の機関との研究

協力及び共同研究につい

て、IOL を通して多数の外

国人を受け入れ、FNCA の

臨床試験を継続するなど、

計画は着実に達成されて

いると判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 
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際共同研究体制（国際オープ

ンラボラトリー）を活用し、

一層の成果創出や広い視野

に立った成果の活用を可能

にする。  

 

 

・アジア原子力協力フォーラ

ム（FNCA）の放射線治療プ

ロジェクト活動に協力する。  

 

 

・社会的ニーズを踏まえ、研

究開発に反映して、共同研究

等を効果的に進める。  

 

同研究体制（国際オープンラ

ボラトリー）を活用し、一層

の成果創出や広い視野に立っ

た成果の活用を可能にした

か。 

 

 

・アジア原子力協力フォーラ

ム（FNCA）の放射線治療プ

ロジェクト活動に協力した

か。 

 

・社会的ニーズを踏まえ、研

究開発に反映して、共同研究

等を効果的に進めたか 

 

 

＜その他事項＞ 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４ 国の中核研究機関としての機能 評定  

Ⅰ．４．1 施設及び設備の共用化 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第

三号 

研究所の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を

行う者の共用に供すること 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） 3,459,073 4,395,764 3,435,643 3,384,444  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所が保有する先端

的な施設や設備を、放射

線科学の中核として幅

広い分野の多数の外部

利用者に提供する。その

際、外部利用者の利便性

の向上に努め、我が国の

研究基盤の強化に貢献

する。  

また、先端的な施設や設

備、研究所が有する専門

的な技術を活用し、これ

研究所が保有する先端的

な施設や設備について研

究所外からの利用を促進

し、放射線科学研究の中核

的機能を担う。 

 

 

 

・研究所が有する重粒子線

がん治療装置、大型サイク

ロトロン装置、静電加速器

施設、高速中性子線実験照

研究所が保有する先端的な施

設や設備について研究所外か

らの利用を促進し、放射線科学

研究の中核的機能を担う。 

 

 

 

 

・研究所が有する重粒子線がん

治療装置、大型サイクロトロン

装置、静電加速器施設、高速中

性子線実験照射システム、ラド

 

 

 

 

 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 施設及び設備の共用化

について、共同研究の形

態で所外、国内外に広く

利用が図られており、共

用化が着実に進んでいる

と認められる。 

  

＜今後の課題＞ 
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らの共用あるいは提供

を行う。 

射システム、ラドン実験棟

等の先端的な施設や設備

の共用を行う。 

 

 

・核燃料物質使用施設であ

る被ばく医療共同研究施

設を活用し、国内の内部被

ばく研究を促進させるた

めの環境を整備する。 

 

ン実験棟等の先端的な施設や

設備の共用を行ったか。 

 

 

 

・核燃料物質使用施設である被

ばく医療共同研究施設を活用

し、国内の内部被ばく研究を促

進させるための環境を整備し

たか。 

 

＜その他事項＞ 

 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．2 放射線に係る品質管理と保証 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第七

号 

前各号の業務に附帯する業務を行うこと 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） － － － －  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  研究所の保有する施設、設備

及び技術を活用し、薬剤や装

置の品質検査、並びに放射線

等の分析精度及び測定精度

についての校正や保証に貢

献する。 

 

  

・PET 分子プローブの製造

法、検定法及び品質保証法に

関する基準の策定並びに査

察を含む薬剤製造基準の標

準化に向けた活動を学会と

連携して行う。 

 

研究所の保有する施設、設備

及び技術を活用し、薬剤や装

置の品質検査、並びに放射線

等の分析精度及び測定精度

についての校正や保証に貢

献する。 

 

 

・PET 分子プローブの製造

法、検定法及び品質保証法に

関する基準の策定並びに査

察を含む薬剤製造基準の標

準化に向けた活動を学会と

連携して行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 放射線に係る品質管理

と保証について、日本核

医学会と連携して、PET

薬剤製造基準が規制当局

により医療機器承認要件

として採用されるなど、

計画は着実に達成された

と判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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・高線量率ガンマ線照射装置

（コバルト 60）やラドンば

く露装置等の活用による測

定器校正やトレーサビリテ

ィの確保を行い、治療線量の

高精度化やラドン濃度規制

に向けた体制整備を図る。  

 

・高線量率ガンマ線照射装置

（コバルト 60）やラドンば

く露装置等の活用による測

定器校正やトレーサビリテ

ィの確保を行い、治療線量の

高精度化やラドン濃度規制

に向けた体制整備を図った

か。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．3 放射線に係る知的基盤の整備と充実 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第

七号 

前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） － － － －  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究成果や技術を体系

的に管理し、継承あるい

は移転するため、関連分

野ごとの情報を、産学官

のニーズに適合した形

で、収集、分析し、提供

する。 

関連分野ごとの国内外の情

報ネットワーク構築等の放

射線に係る知的基盤を整備

するための取り組みを行

う。 

  

・研究所が所有する研究用

材料や計測、分析、試験等

の情報について、ニーズを

踏まえつつ、収集し、提供

あるいは公開する。  

 

 

 

関連分野ごとの国内外の情報

ネットワーク構築等の放射線

に係る知的基盤を整備するた

めの取り組みを行う。 

 

 

・研究所が所有する研究用材

料や計測、分析、試験等の情

報について、ニーズを踏まえ

つつ、収集し、提供あるいは

公開したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 放射線に係る知的基

盤の整備と充実につい

て、研究所が所有する

研究用材料や計測、分

析、試験等の情報の収

集・公開、放射線治療

データ、医療被ばく等

のデータの収集開始な

ど、計画は着実に達成

されたと判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 
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・放射線治療データ、医療

被ばく、放射線防護や被ば

く医療などのデータを総合

的に把握できるデータベー

スを構築し、国内外の研究

機関等との情報共有を可能

とする体制を構築する。  

 

・放射線治療データ、医療被

ばく、放射線防護や被ばく医

療などのデータを総合的に把

握できるデータベースを構築

し、国内外の研究機関等との

情報共有を可能とする体制を

構築したか。 

 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．4 人材育成業務 

関連する政

策・施策 

政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等へ

の取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

政策：復興施策の推進 

施策：東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第四号 

放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに

放射線の医学的利用に関する研究者を養成し、及びその資質の向上を図ること。 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第五号 

放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに放射線の医学的利用に関

する技術者を養成し、及びその資質の向上を図ること。 

当該項目の重

要度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、

政策評価・行政事業レビ

ュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0069 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） － － － －  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、指

標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国内外の放射線科学分

野の次世代を担う人材

育成に向け、大学等の教

育研究機関との連携を

強化する。特に、｢原子

力の重点安全研究計画

（第 2 期）｣及び｢成長に

向けての原子力戦略｣を

踏まえ、放射線医学や放

射線防護、原子力防災に

携わる研究者、高度な基

国内外の研究者及び技術者等を

受け入れ、研究所の特長を活か

した人材育成に積極的に取り組

む。  

 

・連携大学院制度の活用等によ

り大学や研究機関等との連携を

強化し、若手研究者及び技術者

等の育成に取り組む。  

 

 

国内外の研究者及び技術者等を受

け入れ、研究所の特長を活かした

人材育成に積極的に取り組む。 

 

 

・連携大学院制度の活用等により

大学や研究機関等との連携を強化

し、若手研究者及び技術者等の育

成に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 人材育成業務について、

研究所の特長を生かした

多くの研修を実施し、社会

の要請に応え、目標を上回

る人数への教育を行った

ほか、アジアをはじめとす

る諸外国からの研修生受

入れを行うなど、国際的な

人材育成を実施しており、
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盤技術を担う国内外技

術者を育成するシステ

ムの向上に取り組む。 

・放射線医学等に関する社会的

ニーズを踏まえ、研究所の特長

を活かした研修を国内外の関連

機関に広く周知し、実施する。

受入研修生は年間 250 名以上を

目標とする。 

 

  

・今後原子力施設や放射線診

断・治療等専門施設等を整備し

ようとする、アジアをはじめと

する諸外国からの研修生を長期

間受け入れる。  

 

・国内外研究者及び医療関係者

を現場での実務訓練（OJT）に

より育成し、重粒子線がん治療

の普及のための体制や環境を整

備する。（I.1.1.1④ 重粒子線が

ん治療の国際競争力強化のため

の研究開発より再掲）  

 

・放射線医学等に関する社会的ニ

ーズを踏まえ、研究所の特長を活

かした研修を国内外の関連機関に

広く周知し、実施したか。受入研

修生は年間 250 名以上を目標とす

る。 

 

 

・今後原子力施設や放射線診断・

治療等専門施設等を整備しようと

する、アジアをはじめとする諸外

国からの研修生を長期間受け入れ

たか。 

 

・国内外研究者及び医療関係者を

現場での実務訓練（OJT）により

育成し、重粒子線がん治療の普及

のための体制や環境を整備した

か。（I.1.1.1④ 重粒子線がん治療

の国際競争力強化のための研究開

発より再掲） 

 

 

計画以上の成果が創出し

ていると判断した。 

 

＜今後の課題＞ 

・アジアからの研修が、重

粒子や分子イメージング

に偏っているので、緊急被

ばく医療やモニタリング

技術の普及などの点で放

医研は貢献することが期

待される。 

 

・研修活動の継続と資料の

テキスト化の推進 

アンケート調査結果を踏

まえ、さらなる研修制度の

見直しや、小学生から中

学、高校生への研修も実施

し、放射線の正しい理解の

普及に努めることが重要

であろう。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．5 国の政策や方針、社会的ニーズへの対応 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9-5：原子力・核融合分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進 

政策：復興施策の推進 

施策：東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法第十四条第七

号 

前各号の業務に附帯する業務を行うこと 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0069 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 基準値等 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度  H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 計画値       予算額（千円） － － － －  

 実績値       決算額（千円） － － － －  

 達成度       経常費用（千円） － － － －  

 計画値       経常利益（千円） － － － －  

 
実績値 

      行政サービス実施コスト

（千円） 
－ － 

－ －  

  達成度       従事人員数 － － － －  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 放射線の人体への影

響研究に関する専門

機関として、放射線及

び原子力の安全に関

して掲げる国の様々

な政策や方針に対応

するために構築した

協力及び支援のため

の体制・機能を維持す

る。 

放射線の人体への影響

研究に関する専門機関

として、法令等により

研究所が担うことを求

められている放射線や

原子力の安全に係る国

の施策や方針に積極的

に貢献するとともに、

様々な社会的ニーズに

適切に対応する。  

 

放射線の人体への影響研

究に関する専門機関とし

て、法令等により研究所が

担うことを求められてい

る放射線や原子力の安全

に係る国の施策や方針に

積極的に貢献するととも

に、様々な社会的ニーズに

適切に対応したか。 

 

  評定 S 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 国の政策や方針、社会的

ニーズへの対応について、

東電福島第一原発事故にお

いて、放医研は専門家集団

として所をあげて情報発信

を行い、東日本大震災発生

直後から開始した放射線被

ばくの相談窓口における一

般電話相談業務等、住民や

作業員等の放射線による健

康上の不安の軽減に取り組
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んでいるなど、当初の中期

計画にはなかった事業を実

施しており、東京電力株式

会社福島第一原子力発電所

事故からの復旧・復興に著

しく貢献したと判断でき

る。 

  

＜今後の課題＞ 

・中期計画とも関係のある

長期低線量被ばく影響プロ

ジェクトであるので、ここ

で得た成果を次の中期計画

に生かしていくことを考え

るべきである。 

・電話相談業務等から社会

のニードを把握できるシス

テムの構築を検討する。 

・放射線の人体への影響研

究に関する専門機関として

放射線のリスク評価研究結

果を国民に広く公開するこ

とが望まれる。 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 評定  

Ⅱ．1 マネジメントの強化 評定  

Ⅱ．1．1 柔軟かつ効率的な組織の運営 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 理事長の強力なリ

ーダーシップの下、

効率的かつ効果的

な組織運営を行う

ために必要な措置

を講じる。内部統制

については、引き続

き充実及び強化を

図る。 

トップダウン型の機動的な研

究費の配分、職員の適材適所の

配置、研究の進展に的確に対応

する研究環境の整備等、柔軟な

組織運営を行う。 

 

・理事長の強力なリーダーシッ

プの下、事業計画の完遂と優れ

た研究成果の創出に向けた組

織編成を行う。  

 

・各センター長等の裁量権を拡

大し、その責任の下に、人や予

算を効果的、効率的かつ柔軟に

運用し、研究成果の最大化を図

る。  

トップダウン型の機動的な研

究費の配分、職員の適材適所の

配置、研究の進展に的確に対応

する研究環境の整備等、柔軟な

組織運営を行う。 

 

・理事長の強力なリーダーシッ

プの下、事業計画の完遂と優れ

た研究成果の創出に向けた組

織編成を行ったか。 

 

・各センター長等の裁量権を拡

大し、その責任の下に、人や予

算を効果的、効率的かつ柔軟に

運用し、研究成果の最大化を図

ったか。 

   

 

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 理事長のリーダーシ

ップのもと効率的組織

運営が行われており、

福島復興支援本部をは

じめ、社会が必要とす

る業務を進めるために

組織運営の面からも適

切な対応がなされてい

る。東日本大震災後の

被災者支援について

は、スムーズかつ効果

的な対応がなされてお

り、計画以上に柔軟か

つ効率的な組織の運営
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 【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮でき

る環境整備） 

・ 法人の長がリーダーシップ

を発揮できる環境は整備され、

実質的に機能しているか。 

 

 

（法人のミッションの役職員

への周知徹底） 

・ 法人の長は、組織にとって

重要な情報等について適時的

確に把握するとともに、法人の

ミッション等を役職員に周知

徹底しているか。 

 

 

（組織全体で取り組むべき重

要な課題（リスク）の把握・対

応等） 

・ 法人の長は、法人の規模や

業種等の特性を考慮した上で、

法人のミッション達成を阻害

する課題（リスク）のうち、組

織全体として取り組むべき重

要なリスクの把握・対応を行っ

ているか。 

 

 

・ その際、中期目標・計画の

未達成項目（業務）についての

未達成要因の把握・分析・対応

等に着目しているか。 

 

 

（内部統制の現状把握・課題対

応計画の作成） 

・ 法人の長は、内部統制の現

状を的確に把握した上で、リス

クを洗い出し、その対応計画を

作成・実行しているか。 

がなされていたと判断

できる。 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．1．２ 内部統制の充実 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  理事長が定めた「基本理

念と行動規範」（平成 21

年 3 月 5 日）を軸に統制

環境を充実させ、規程及

びマニュアル類の整備

や ICT（情報通信技術）

の利用により、法人の意

思決定やその執行に係

る重要な情報の確実な

伝達と共有を図る。その

上で、監事監査や内部監

査等のモニタリングを

通じて、内部統制の機能

状況を点検し、必要な措

置を講じる。  

 

【内部統制の取組】 

・ 内部統制（業務の有効

性・効率性、法令等の

遵守、資産の保全、財

務報告等の信頼性）に

係る取組についての評

価が行われているか。 

 

・ 内部統制に関し、研修

会や講演会等により、重

要な情報の確実な伝達と

共有を図ったか。 

 

・ 監事監査や内部監査等

のモニタリングを通じ

て、内部統制ポリシーを

踏まえた内部統制の機能

状況を点検し、必要な措

置を講じたか。 

  評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 中期計画期間中、内部

統制ポリシーの策定、コ

ンプライアンス手引きの

改訂のほか、e-ラーニン

グによる全職員の意識向

上を図るなど、内部統制

の充実を十分に図ってい

ると判断できる。  

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．1．２ 監事監査 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   ・ 監事監査において、法人

の長のマネジメントについ

て留意しているか。 

 

・ 監事監査において把握し

た改善点等について、必要に

応じ、法人の長、関係役員に

対し報告しているか。その改

善事項に対するその後の対

応状況は適切か。 

 

 

 

 

 

 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 監事監査については、監事監査

実施計画に基づき、適切に実施さ

れており、法人側も改善事項に対

して適切に対応している。計画は

着実に達成されたと判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．２ 自己点検と評価 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所の諸活動につ

いて適切な方法で自

己点検及び評価を行

い、その結果を、組

織運営の改善に適切

に反映させる。  

研究、社会貢献及び管理運営に関する

研究所の諸活動に関して、自己点検及

び効果的な評価等を実施し、その結果

を踏まえ重点化を行う等、事業の実施

に的確に反映する。  

 

 

・研究部門について、研究の質を向上

させることを目的として、国内外の専

門家による評価・助言を得る。 

  

 

・評価に際しては、実施から結果公開

まで含め、より透明性の高いプロセス

を実現する。  

研究、社会貢献及び管理運営に関する

研究所の諸活動に関して、自己点検及

び効果的な評価等を実施し、その結果

を踏まえ重点化を行う等、事業の実施

に的確に反映する。 

 

 

・研究部門について、研究の質を向上

させることを目的として、国内外の専

門家による評価・助言を得たか。 

 

 

・評価に際しては、実施から結果公開

まで含め、より透明性の高いプロセス

を実現したか。 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 自己点検と評価は適切

に実施されており、計画は

着実に実施されたと判断

できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．３ リスク管理 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所としての社会

的責任、法令遵守及

び情報セキュリティ

などに関するリスク

管理について職員の

意識の向上を図る。  

なお、政府の情報セ

キュリティ対策にお

ける方針を踏まえ、

適切な情報セキュリ

ティ対策を推進す

る。 

事業継続、社会的責任、

情報セキュリティなど

に係るリスクを統合的

に管理し、様々トラブル

について、未然防止及び

発生時の最小化に向け

た活動を推進する。  

 

・研究所内外の情勢変化

等による研究開発の遅

延を防ぐため、様々なリ

スクに対応する機能を

強化する。  

 

 

・業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保と環境保全に十

分留意する。  

事業継続、社会的責任、情報

セキュリティなどに係るリス

クを統合的に管理し、様々ト

ラブルについて、未然防止及

び発生時の最小化に向けた活

動を推進する。 

 

 

・研究所内外の情勢変化等に

よる研究開発の遅延を防ぐた

め、様々なリスクに対応する

機能を強化したか。 

 

 

 

・業務の遂行に当たっては、

法令を遵守し、安全の確保と

環境保全に十分留意したか。 

 

 

 

 

 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 リスクを管理する仕組

が構築され、組織全体で

体系的にリスク管理をす

るようになっている。計

画は着実に実施されたと

判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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政府の情報セキュリテ

ィ対策における方針を

踏まえ、情報セキュリテ

ィ水準の向上を図る。  

 

・政府の情報セキュリティ対

策における方針を踏まえ、情

報セキュリティ水準の向上を

図ったか。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．４ 業務の効率化 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所で行う業務について

は、国において実施されて

いる行政コストの効率化を

踏まえ、以下の取組を進め

る。 

・ 「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月 7 日閣議

決定）等を踏まえ、管理部

門の簡素化、事業の見直し、

効率化、官民競争入札等の

積極的な導入等に取り組む

ことにより、法人運営を行

う上で各種法令等の定めに

より発生する義務的経費等

の特殊要因経費を除き、一

般管理費については、5 年

間で 15％以上、業務経費に

ついては、5 年間で 5％以上

コスト縮減を念頭に､人件

費及び一般管理費を含む予

算の適切な執行管理を行う

とともに､法人経営全般に

わたる見直しを進め､業務

の効率化と集中化を図る｡  

 

・「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針」（平

成22年12月7日閣議決定）

等を踏まえ、管理部門の簡

素化、事業の見直し、効率

化、官民競争入札等の積極

的な導入等に取り組むこと

により、法人運営を行う上

で各種法令等の定めにより

発生する義務的経費等の特

殊要因経費を除き、一般管

理費については、5 年間で

 

 

 

 

 

 

 

・「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針」（平

成22年12月7日閣議決定）

等を踏まえ、管理部門の簡

素化、事業の見直し、効率

化、官民競争入札等の積極

的な導入等に取り組むこと

により、法人運営を行う上

で各種法令等の定めにより

発生する義務的経費等の特

殊要因経費を除き、一般管

理費については、5 年間で

 

 

 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 業務の効率化では、一

般管理費に関して目標以

上の削減を達成してお

り、計画は着実に達成さ

れたと判断できる。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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の効率化を図る。ただし、

人件費の効率化について

は、次項に基づいて取り組

む。なお、社会の要請に基

づき、新たな業務の追加又

は業務の拡充を行う場合に

は、当該業務についても同

様の効率化を図るものとす

る。  

・ 給与水準については、国

家公務員の給与水準を十分

配慮し、手当を含め役職員

給与 

の在り方について厳しく検

証した上で、研究所の業務

の特殊性を踏まえた適正な

水準を維持するとともに、

検証結果や取組状況を公表

するものとする。  

・ 総人件費については、平

成 23 年度はこれまでの人

件費改革の取組を引き続き

着実に実施する。ただし、

平成 22 年度まで削減対象

外としていた者に係る人件

費及び今後の人事院勧告を

踏まえた給与改定分につい

ては、削減対象から除く。

なお、平成 24 年度以降は

「公務員の給与改定に関す

る取扱いについて」（平成

22 年 11 月 1 日閣議決定）

に基づき、今後進められる

独立行政法人制度の抜本的

な見直しを踏まえ、厳しく

見直す。  

・ 契約については、「独立

行政法人の契約状況の点

検・見直しについて」（平成

21 年 11 月 17 日閣議決定）

に基づく取組みを着実に実

15%以上、業務経費につい

ては、5 年間で 5%以上の効

率化を図る。ただし、人件

費の効率化については、次

項に基づいて取り組む。な

お、社会の要請に基づき、

新たな業務の追加又は業務

の拡充を行う場合には、当

該業務についても同様の効

率化を図るものとする。  

 

 

・給与水準については、国

家公務員の給与水準を十分

配慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳し

く検証した上で、研究所の

業務の特殊性を踏まえた適

正な水準を維持するととも

に、検証結果や取組状況を

公表するものとする。 

 

  

・総人件費については、平

成 23 年度はこれまでの人

件費改革の取組を引き続き

着実に実施する。ただし、

平成 22 年度まで削減対象

外としていた者に係る人件

費及び今後の人事院勧告を

踏まえた給与改定分につい

ては、削減対象から除く。

なお、平成 24 年度以降は

「公務員の給与改定に関す

る取扱いについて」（平成

22 年 11 月 1 日閣議決定）

に基づき、今後進められる

独立行政法人制度の抜本的

な見直しを踏まえ、厳しく

見直す。  

15%以上、業務経費につい

ては、5 年間で 5%以上の効

率化を図ったか。ただし、

人件費の効率化について

は、次項に基づいて取り組

む。なお、社会の要請に基

づき、新たな業務の追加又

は業務の拡充を行う場合に

は、当該業務についても同

様の効率化を図るものとす

る。 

 

・給与水準については、国

家公務員の給与水準を十分

配慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳し

く検証した上で、研究所の

業務の特殊性を踏まえた適

正な水準を維持するととも

に、検証結果や取組状況を

公表したか。 

 

 

・総人件費については、平

成 23 年度はこれまでの人

件費改革の取組を引き続き

着実に実施したか。 

ただし、平成 22 年度まで削

減対象外としていた者に係

る人件費及び今後の人事院

勧告を踏まえた給与改定分

については、削減対象から

除く。なお、平成 24 年度以

降は「公務員の給与改定に

関する取扱いについて」（平

成22年11月1日閣議決定）

に基づき、今後進められる

独立行政法人制度の抜本的

な見直しを踏まえ、厳しく

見直したか。 
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施することとし、契約の適

正化、透明性の確保等を推

進し、業務運営の効率化を

図ることとする。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．４ 会費 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目

標 

中期計

画 

主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   ・監事は、会費の支出について、

本見直し方針の趣旨を踏まえ十

分な精査を行っているか。 

 

 

 

 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 監査計画に基づき、「団

体への加盟・加入及び学会

等への年会費・参加費等経

費の取扱いについて（平成

24 年 6 月 5 日）（理事長

決定）」を定め、業務の効

率化について、これに基づ

き、十分な精査が適切に行

われている。 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．５ 重粒子医科学センター病院の活用と効率的運営 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  重粒子医科学センター病

院について、臨床研究を

実施している研究病院で

あることを考慮しつつ、

その業務の特性を踏まえ

た効率化を目指し、分析

し、評価を行う。  

 

・ 重粒子医科学センター

病院において、重粒子線

棟及び新治療研究棟を活

用し、臨床研究を推進し

たか。 

 

 

・ 重粒子医科学センター

病院で発生する医療情報

などを他研究センターに

おいても活用できる枠組

み「包括的同意」を実施

したか。 

 

・ 病院運営の適正化・効

率化や IT 化に取り組み、

活動増によるリスクの増

加防止に努めたか。 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 重粒子医科学センタ

ー病院の活用と効率的

運営について、東日本

大震災の影響、医療職

の欠員未補充等の中に

おいても、着実に効率

化に取り組んでおり、

計画は達成されたと判

断した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．６ 自己収入の確保 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  外部研究資金の獲得、外部か

らの施設使用料の徴収等受益

者負担の適正化を積極的に進

め、自己収入の確保に努める。 

  

・民間企業との共同研究や受

託研究、競争的資金を増加さ

せるための方策を講ずる。 

 

  

・寄附金の受入れ増大のため

の方策を講ずるとともに、そ

の利用の透明化、効果の最大

化に努める。  

 

 

 

 

 

 

・民間企業との共同研究や受

託研究、競争的資金を増加さ

せるための方策を講じたか。 

 

 

・寄附金の受入れ増大のため

の方策を講ずるとともに、そ

の利用の透明化、効果の最大

化に努めたか。 

 

  評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 自己収入の確保につい

て、計画通り実施され、外

部資金の件数、金額が着実

に増えている。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．７ 契約の適正化 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  研究所において策定した「随

意契約等見直し計画」（平成

22 年 4 月）及び「契約監視委

員会」による点検等を通じ、

契約の適正化を推進し、業務

運営の効率化を図る。  

 

 

・研究所が締結する契約につ

いては、真にやむを得ないも

のを除き、原則として競争性

のある契約方式によることと

し、透明性、公平性を確保し

つつ、公正な手続を行うよう、

引き続き調達手続に関する改

善を進める。ただし、研究開

発事業等に係る調達について

は、他の独立行政法人の事例

等をも参考に、透明性が高く

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究所が締結する契約につ

いては、真にやむを得ないも

のを除き、原則として競争性

のある契約方式によることと

し、透明性、公平性を確保し

つつ、公正な手続を行うよう、

引き続き調達手続に関する改

善を進めたか。ただし、研究

開発事業等に係る調達につい

ては、他の独立行政法人の事

例等をも参考に、透明性が高

 

 

 

 

 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由

＞ 

 契約の適正化は適

正に実施され、改善さ

れており、計画は達成

されていると判断出

来る。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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効果的な契約の在り方を検討

する。 

  

 

・随意契約見直し計画の実施

状況を含む入札及び契約の適

正な実施については、内部監

査及び契約監視委員会の点検

等を受け、その結果をウェブ

サイトにて公表する。  

 

く効果的な契約の在り方を検

討する。 

 

 

・随意契約見直し計画の実施

状況を含む入札及び契約の適

正な実施については、内部監

査及び契約監視委員会の点検

等を受け、その結果をウェブ

サイトにて公表したか。 

 

 

【契約の競争性、透明性の確

保】 

・ 契約方式等、契約に係る規

程類について、整備内容や運

用は適切か。 

 

・ 契約事務手続に係る執行体

制や審査体制について、整

備・執行等は適切か。 

 

 

【随意契約等見直し計画】  

・ 「随意契約等見直し計画」

の実施・進捗状況や目標達成

に向けた具体的取組状況は適

切か。 

 

【個々の契約の競争性、透明

性の確保】 

・ 再委託の必要性等につい

て、契約の競争性、透明性の

確保の観点から適切か。 

・ 一般競争入札等における一

者応札・応募の状況はどうか。

その原因について適切に検証

されているか。また検証結果

を踏まえた改善方策は妥当

か。 
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【関連法人】 

・ 法人の特定の業務を独占的

に受託している関連法人につ

いて、当該法人と関連法人と

の関係が具体的に明らかにさ

れているか。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．８ 保有資産の見直し 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、指

標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 保有資産については、

引き続き、資産の利用

度のほか、本来業務に

支障のない範囲での有

効利用可能性の多寡、

効果的な処分、経済合

理性といった観点に沿

って、その保有の必要

性について不断に見直

しを行う。  

また、資産の実態把握

に基づき、研究所が保

有し続ける必要がある

かを厳しく検証し、支

障のない限り、国への

返納等を行うこととす

る。 

保有資産については、

引き続き、資産の利用

度のほか、本来業務に

支障のない範囲での有

効利用可能性の多寡、

効果的な処分、経済合

理性といった観点に沿

って、その保有の必要

性について不断に見直

しを行う。  

 

・ 適切な研究スペースの配分に努

めるとともに、不要なものの処分を

進めることを含め、引き続き資産の

有効利用等を進めたか。この一助と

しての課金制度の導入に向けた検

討を行ったか。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・ 実物資産について、保有の必要

性、資産規模の適切性、有効活用の

可能性等の観点からの適切な見直

しが行われたか。 

 

・ 見直しの結果、処分等又は有効

活用を行うものとなった資産につ

いて、法人の取組状況や進捗状況等

は適切（順調）であったか。 

 

 

 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 保有資産の見直しは適

正に進められており、計画

は達成されていると判断

出来る。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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・ 「勧告の方向性」や「独立行政

法人の事務・事業の見直しの基本方

針」等の政府方針を踏まえて中期目

標期間中に処分等することとされ

た実物資産について、法人の見直し

が適時適切に実施されたか（取組状

況や進捗状況等は適切（順調）であ

ったか）。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 中期目標期間中の資産の活用状

況等が不十分な場合は、原因が明ら

かにされたか。その理由は妥当であ

ったか。 

 

・ 実物資産の管理の効率化及び自

己収入の向上に係る法人の取組は

適切に行われたか。 

 

【金融資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・ 金融資産について、保有の必要

性、事務・事業の目的及び内容に照

らした資産規模は適切であったか。 

 

・ 資産の売却や国庫納付等を行う

ものとなった場合は、その法人の取

組状況や進捗状況等は適切に行わ

れたか。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 中期目標期間中の資金の運用は

適切に行われたか。 

 

・ 資金の運用体制の整備は適切に

行われたか。 

 

 

（債権の管理等） 

・ 貸付金、未収金等の債権につい

て、回収計画が策定されたか。回収
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計画が策定されていない場合、その

理由は妥当か。 

・ 中期目標期間中、回収計画は適

切に実施されたか。ⅰ）貸倒懸念債

権・破産更生債権等の金額やその貸

付金等残高に占める割合が増加し

ている場合、ⅱ）計画と実績に差が

ある場合の要因分析が行われたか。 

 

・ 回収状況等を踏まえ回収計画の

見直しの必要性等の検討が行われ

たか。 

 

【知的財産等】 

（保有資産全般の見直し） 

・ 中期目標期間中、特許権等の知

的財産について、法人における保有

の必要性の検討が適切に行われた

か。 

 

・ 検討の結果、知的財産の整理等

を行うことになった場合には、その

法人の取組状況や進捗状況等は適

切であったか。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 特許権等の知的財産について、

特許出願や知的財産活用に関する

方針の策定や体制の整備は適切に

行われたか。 

 

・ 実施許諾に至っていない知的財

産の活用を推進するための取組は

適切に行われたか。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ．９ 情報公開の促進 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 独立行政法人等の保有

する情報の公開に関す

る法律（平成 13 年法律

第 145 号）に基づき、

情報公開を行う。また、

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に基づき、

個人情報を適切に取り

扱う。 

法令に基づき研究所の

保有する情報の適切な

公開を行うとともに、個

人情報の適切な保護を

行う。  

 

 

法令に基づき研究所の

保有する情報の適切な

公開を行うとともに、個

人情報の適切な保護を

行ったか。 

 

 。 評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 情報公開及び個人情報の

保護に関する取組は、適切

に実施されていると判断し

た。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．１～３ 予算、収支計画、資金計画 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 固定経費の節減等によ

る予算の効率的な執

行、競争的資金や受託

収入、民間からの寄付

や協賛等、自己収入の

確保等に努め、より健

全な財務内容の実現を

図る。 

平成 23 年度～平成 27 年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収 入 

  運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  自己収入 

  計 

 

54,635 

2,927 

12,228 

69,790 

支 出 

  運営費事業 

  一般管理費 

   うち、人件費（管理系） 

      物件費 

  業務経費 

   うち、人件費（事業系） 

      物件費 

  退職手当等 

  特殊要因経費 

 

 

66,863 

3,579 

1,686 

1,893 

61,145 

14,206 

46,939 

1,659 

481 

 

【予算、収支計画及び資金

計画】 

・ 中期目標期間中、予算、

収支計画、資金計画が順調

に進められたか。 

 

 

 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総

損失）） 

・ 中期目標期間中の当期総

利益（又は当期総損失）の

発生要因が明らかにされて

いるか。また、当期総利益

（又は当期総損失）の発生

要因は法人の業務運営に問

題等があることによるもの

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 予算、収支計画、資金計

画は適切に実施されている

ことを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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  施設整備費 

  計 

2,927 

69,790 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関

係で一致しないことがある。 

 

【人件費の見積り】 

期間中総額 16,195 百万円を支出する。 

ただし、上記の額は、「行政改革の重要方針」

（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）及び「簡

素で効率的な政府を実現するための行政改

革の推進に関する法律」（平成 18 年法律第

47 号）において削減対象とされた人件費で

あり、国家公務員でいう基本給、職員諸手

当、超過勤務手当を含み、退職手当、福利

厚生費（法定福利費及び法定外福利費）、今

後の人事院勧告を踏まえた給与改定分及び

総人件費改革の取組の削減対象外となる任

期付研究者等の人件費を除く。 

なお、上記の削減対象とされた人件費と総

人件費改革の取組の削減対象外となる任期

付研究者等の人件費とを合わせた総額は

18,497 百万円である。（国からの委託費、

補助金、競争的研究資金及び民間資金の獲

得並びに運営費交付金により雇用される任

期制職員のうち、国策上重要な研究課題に

従事する者及び若手研究者の採用状況によ

っては、増減があり得る。） 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

○運営費交付金 

Ａ（ｙ）＝Ｐ（ｙ）＋Ｃ（ｙ）＋Ｒ（ｙ）

＋ε（ｙ）－Ｂ（ｙ） 

Ａ（ｙ）：当該事業年度における運営費交付

金。 

Ｐ（ｙ）：各事業年度における人件費。（特

殊経費に含まれるものを除く。） 

Ｃ（ｙ）：各事業年度における一般管理費。

（人件費及び特殊経費に含まれるものを除

く。） 

Ｒ（ｙ）：各事業年度における業務経費。（人

件費及び特殊経費に含まれるものを除く。） 

か。 

 

（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 

・ 中期目標期間中、利益剰

余金が計上されていた場

合、国民生活及び社会経済

の安定等の公共上の見地か

ら実施されることが必要な

業務を遂行するという法人

の性格に照らし過大な利益

となっていないか。 

・ 中期目標期間中、繰越欠

損金が計上されていた場

合、その解消計画は妥当で

あったか。また、当該計画

に従い解消が順調に進めら

れたか。 

 

 

※解消計画がない場合 

・ 当該計画が策定されてい

ない場合、未策定の理由は

妥当か。 

 

 

（運営費交付金債務） 

・ 中期目標期間の各年度に

交付された運営費交付金の

各年度における未執行率が

高い場合、運営費交付金が

未執行となっている理由が

明らかにされているか。 

 

【短期借入金の限度額】 

・ 中期目標期間中の短期借

入の実績は有ったか。有る

場合は、その額及び必要性

は適切であったか。 
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ε（ｙ）：各事業年度における特殊経費。特

殊経費は、各事業年度の予算編成過程にお

いて、具体的に決定する人件費中の退職手

当及び雇用保険料等並びに、平成 22 年度末

における法人運営を行う上で各種法令等の

定めにより発生する義務的経費等の特殊要

因経費とする。 

Ｂ（ｙ）：各事業年度における自己収入の見

積り。 

○人件費（特殊経費に含まれるものを除

く。） 

Ｐ（ｙ）＝Ｐ（ｙ－1）×α1（係数）×σ

（係数） 

Ｐ（ｙ）：各事業年度における人件費。（特

殊経費に含まれるものを除く。）Ｐ（ｙ－1）

は直前の事業年度におけるＰ（ｙ）。 

α1：人件費効率化係数。中期目標に記載さ

れている人件費に関する削減目標を踏ま

え、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決

定する。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成

過程において、給与昇給率等を勘案し、当

該事業年度における具体的な係数値を決定

する。 

○一般管理費（人件費及び特殊経費に含ま

れるものを除く） 

Ｃ（ｙ）＝Ｅｃ（ｙ）×α2（係数） 

・物件費（特殊経費に含まれるものを除く） 

Ｅｃ（ｙ）＝Ｅｃ（ｙ－1）×β 

Ｅｃ（ｙ）：各事業年度における一般管理費

中の物件費。Ｅｃ（ｙ－1）は直前の事業年

度におけるＥｃ（ｙ）。 

α2：一般管理費効率化係数。中期目標に記

載されている一般管理費に関する削減目標

を踏まえ、各事業年度の予算編成過程にお

いて、当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編

成過程において、当該事業年度における具

体的な係数値を決定する。 

【重要な財産の処分等に関

する計画】 

・ 重要な財産の処分に関す

る計画は有ったか。有る場

合は、計画に沿って順調に

処分に向けた手続きが進め

られたか。 

 

 

 

 

【剰余金の使途】 

・ 中期目標期間中の利益剰

余金は有ったか。有る場合

はその要因は適切であった

か。 

 

・ 中期目標期間中の目的積

立金の実績は有ったか。有

る場合は、活用計画等の活

用方策を定める等、適切に

活用されたか。 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金債

務と欠損金等との相殺状況

に着目した洗い出しが行わ

れているか。 
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○ 業務経費（人件費及び特殊経費に含まれ

るものを除く） 

Ｒ（ｙ）＝Ｅｒ（ｙ）×α3（係数） 

・物件費（特殊経費に含まれるものを除く） 

Ｅｒ（ｙ）＝Ｅｒ（ｙ－1）×β（係数）×

γ（係数） 

Ｅｒ（ｙ）：各事業年度における業務費中の

物件費。（特殊経費に含まれるものを除く。）

Ｅｒ（ｙ－1）は直前の事業年度におけるＥ

ｒ（ｙ）。 

α3：業務経費効率化係数。中期目標に記載

されている削減目標を踏まえ、各事業年度

の予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な係数値を決定する。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編

成過程において、当該事業年度における具

体的な係数値を決定する。 

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成

過程において、当該事業年度における具体

的な係数値を決定する。 

○ 自己収入 

Ｂ（ｙ）＝Ｂ（ｙ－1）×δ（係数）×λ（係

数） 

Ｂ（ｙ）：各事業年度における自己収入の見

積り。Ｂ（ｙ－1）は直前の事業年度におけ

るＢ（ｙ）。 

δ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案

し、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決

定する。 

λ：収入調整係数。過去の実績における自

己収入に対する利益の割合を勘案し、各事

業年度の予算編成過程において、当該事業

年度における具体的な係数値を決定する。 

上記算定ルールに基づき、以下の仮定の下

に試算している。 

運営費交付金の見積もりにあたっては、人

件費については平成 23 年度において（△

1％（ただし、今後の人事院勧告を踏まえた

給与改定分及び総人件費改革の取組の削減

対象外となる任期付研究者等の人件費を除
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く。なお、人件費の範囲は、退職手当、福

利厚生費（法定福利費及び法定外福利費)を

除く。））、業務経費については中期計画期間

中に（△5％（人件費及び特殊経費を除く））、

一般管理費については中期計画期間中に

（△15％（人件費及び特殊経費を除く））、

消費者物価指数（±0％）と仮定した場合に

おける試算。 

自己収入については、平成 23 年度以降、平

成 22 年度と同額で試算。 

 

平成 23 年度～平成 27 年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

 経常経費 

  一般管理費 

   うち、人件費（管理

系） 

      物件費 

  業務経費 

   うち、人件費（事業

系） 

      物件費 

  退職手当等 

  特殊要因経費 

  減価償却費 

  財務費用 

  臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 その他の収入 

 資産見返運営費交付金

戻入 

 資産見返物品受贈額戻

入 

 臨時収益 

 

 純利益 

 目的積立金取崩額 

67,126 

67,126 

3,541 

 

1,686 

1,856 

55,528 

 

14,206 

41,322 

1,659 

481 

5,918 

0 

0 

 

67,126 

48,980 

12,228 

 

5,496 

 

422 

0 

 

0 

0 
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 総利益 0 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関

係で一致しないことがある。 

 

平成 23 年度～平成 27 年度 資金計画 

区分 金額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による

収入 

  自己収入 

 投資活動による収入 

  施設整備費による収

入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

69,790 

61,209 

8,582 

0 

0 

 

69,790 

66,863 

 

54,729 

12,134 

2,927 

 

2,927 

0 

0 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関

係で一致しないことがある。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ． 短期借入金の限度額 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  短期借入金の限度額

は、19 億円とする。短

期借入金が想定される

事態としては、運営費

交付金の受入れの遅

延、受託業務に係る経

費の暫時立替等があ

る。 

・ 短期借入金は有るか。

有る場合は、その額及び

必要性は適切か。 

 

 

 

  

 

評定 ― 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 短期借入金の実績がないこ

とを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

  

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ｖ． 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  なし ・ 重要な財産の処分に

関する計画は有るか。あ

る場合は、計画に沿って

順調に処分に向けた手

続きが進められている

か。 

  

 

評定 ― 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産がな

いことを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ． 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  なし ・ 重要な財産の処分に関

する計画は有るか。ある

場合は、計画に沿って順

調に処分に向けた手続き

が進められているか。 

 

  評定 ― 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 重要な財産の処分に関する

計画はないことを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ． 剰余金の使途 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  決算における剰余金

が生じた場合の使途

は以下のとおりとす

る。  

・臨床医学事業収益

等自己収入を増加さ

せるために必要な投

資  

・重点研究開発業務

や国の中核研究機関

としての活動に必要

とされる業務の経費  

・研究環境の整備や

知的財産管理・技術

移転に係る経費等  

・職員の資質の向上

に係る経費等  

 

・ 利益剰余金は有るか。

有る場合はその要因は適

切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 目的積立金は有るか。

有る場合は、活用計画等

の活用方策を定める等、

適切に活用されている

か。 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 剰余金及び目的積立金は適

切に管理されている。また、剰

余金の要因は適切であること、

目的積立金が適切に活用され

ていることを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ． その他、業務運営に関する重要事項 評定  

Ⅷ．１． 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0232 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0261 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 業務の遂行に必要な

施設や設備について

は、重点的かつ効率

的に、更新及び整備

を実施する。また、

研究所が策定した研

究施設等整備利用長

期計画（平成 19 年 5

月）の全体について

経費縮減等を図る観

点から見直す。 

研究施設等整備利用長期計画について、経費の縮

減等を図る観点から、その後の状況変化、研究計

画の進捗等を踏まえ、環境保全、地域との共存に

配慮して同計画の見直しを行う。  

 

 

 

 

・研究所が本中期目標期間中に整備する施設・設

備は以下のとおりである。  

 

施設・設備の内容  予定額（百

万円）  

財源  

超伝導小型炭素線回

転ガントリーの整備 

2,927  施設整備

費補助金  

 

金額については見込みである。なお、上記のほか、

研究施設等整備利用長期計画

について、経費の縮減等を図る

観点から、その後の状況変化、

研究計画の進捗等を踏まえ、環

境保全、地域との共存に配慮し

て同計画の見直しを行ったか。 

 

 

【施設及び設備に関する計画】 

・ 施設及び設備に関する計画

は有るか。有る場合は、当該計

画の進捗は順調か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 施設及び設備に関して、適切

に計画が実施されている。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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中期目標を達成するための中期計画の実施に必

要な設備の整備が追加されることがあり得る。ま

た、施設・設備の老朽化度合等を勘案した改修（更

新）等が追加される見込みである。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ．２． 人事に関する計画 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、指

標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所に必要とされる

優秀な人材を確保し、育

成するために、キャリア

パスの設定や流動性の

確保、組織への貢献度に

応じた処遇などの仕組

みを整備する。  

研究部門の事務職員に

ついて、各センターの業

務の特性、業務量、常勤

職員と非常勤職員の業

務分担等を踏まえ、更な

る合理化を図る。 

業務運営を効果的、効率的に実施

するとともに研究環境を多様化す

るため、優秀な人材の確保、職員

の適材適所の配置、職員の資質の

向上等を図る。また、職員の適性

と能力を活かす多様なキャリアパ

スを設定するとともに、ワークラ

イフバランスを実現するため、必

要な人事制度上の課題の解決を図

る。  

 

・研究部門の事務処理について、

各センターの業務の特性、業務量

等を踏まえた上で適切な配置を図

る。  

 

・中期目標期間終了時までに、外

国人の研究者数を 10％以上、女性

研究者数を 30％以上、若手研究者

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画は有るか。有

る場合は、当該計画の進捗は順調

か。 

 

・ 人事管理は適切に行われている

か。 

 

 

 

 

・研究部門の事務処理について、

各センターの業務の特性、業務量

等を踏まえた上で適切な配置を図

ったか。 

 

・中期目標期間終了時までに、外

国人の研究者数を 10％以上、女性

研究者数を 30％以上、若手研究者

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 人事に関する計画は着実に

実施され、管理も適切に行わ

れていると判断される。また、

女性研究者の研究活動支援の

ため、ダイバーシティー推進

室が設置されたことを評価す

る。 

 今後は上位職への女性登用

など、更なる取り組みを期待

する。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 



104 

 

数を 40％以上にすることを目指

し、環境整備を進める。  

 

 

・研究職の新規採用は、原則任期

制とする。あわせて任期制職員に

対する複数年に渡る雇用契約を可

能とし、一定期間任期制として働

いた後、審査を経て定年制職員へ

の移行の途を開くテニュアトラッ

ク制を整備する。  

 

 

・各職種の特質に合わせた個人業

績評価を実施し、その結果を処遇

に的確に反映させる。  

 

 

・多様な職員研修の実施、取得の

促進、メンター制度の活用等によ

り、職員の資質と労働安全衛生の

向上を図る。  

 

 

（参考）  

・ 中期目標期間中の人件費総額見

込み 16,195 百万円  

 

ただし、上記の額は、「行政改革の

重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日

閣議決定）及び「簡素で効率的な

政府を実現するための行政改革の

推進に関する法律」（平成 18 年法

律第 47 号）において削減対象とさ

れた人件費であり、国家公務員で

いう基本給、職員諸手当、超過勤

務手当を含み、退職手当、福利厚

生費（法定福利費及び法定外福利

費）、今後の人事院勧告を踏まえた

給与改定分及び総人件費改革の取

組の削減対象外となる任期付研究

数を 40％以上にすることを目指

し、環境整備を進めたか。 

 

 

・研究職の新規採用は、原則任期

制としたか。あわせて任期制職員

に対する複数年に渡る雇用契約を

可能とし、一定期間任期制として

働いた後、審査を経て定年制職員

への移行の途を開くテニュアトラ

ック制を整備したか。 

 

 

・各職種の特質に合わせた個人業

績評価を実施し、その結果を処遇

に的確に反映させたか。 

 

 

・多様な職員研修の実施、資格取

得の促進、メンター制度の活用等

により、職員の資質と労働安全衛

生の向上を図ったか。 
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者等の人件費を除く。なお、上記

の削減対象とされた人件費と総人

件費改革の取組の削減対象外とな

る任期付研究者等の人件費とを合

わせた総額は 18,497 百万円であ

る。（国からの委託費、補助金、競

争的研究資金及び民間資金の獲得

並びに運営費交付金により雇用さ

れる任期制職員のうち、国策上重

要な研究課題に従事する者及び若

手研究者の採用状況によっては、

増減があり得る。） 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ．３． 中期目標期間を超える債務負担 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  中期目標期間を超える

債務負担については、

研究基盤の整備等が中

期目標期間を超える場

合で、当該債務負担行

為の必要性及び資金計

画への影響を勘案し合

理的と判断されるもの

について行う。 

【中期目標期間を超え

る債務負担】 

・ 中期目標期間を超え

る債務負担は有るか。

有る場合は、その理由

は適切か。 

 

 

 

  

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 中期目標期間を超える

債務負担行為は適切であ

り、問題ないことを確認し

た。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－２ 中期目標期間評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ．４． 積立金の使途 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0231 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、指標

等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  前期中期目標期間の

最終年度における積

立金残高のうち、文部

科学大臣の承認を受

けた金額については、

独立行政法人放射線

医学総合研究所法に

定める業務の財源に

充てる。 

【積立金の使途】 

・ 積立金の支出は有るか。有る場合

は、その使途は中期計画と整合して

いるか。 

 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 積立金の使途については計画

通り実施されており、問題がない

ことを確認した。 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－２－４－１ 中期目標期間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅸ． 【特記事項】東京電力福島第一原子力発電所事故復興・復旧への対応 

関連する政策・施策 政策：復興施策の推進 

施策：東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0069 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値等） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 年度計画値         

 実績値         

 削減率         

 達成度         

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   ・ 東電福島第一原子力発電所

周辺住民における長期被ばく

の影響とその低減化に関する

研究が適切に行われているか。 

 

 

・ 東電福島第一原子力発電所

事故に伴う復旧作業員等の健

康に関する追跡調査が適切に

行われているか。 

 

・ 原子力発電所事故に伴う被

ばく医療従事者に対する人材

育成業務が適切に行われてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 東京電力福島第一原子力発

電所事故復興・復旧への対応に

係る調査・研究について、長期

低線量被ばく影響と環境動態

影響の研究が計画どおりにに

進んでいることに加え、人材育

成業務においては、東電福島第

一原発事故以降の社会の要請

に対応し、当初の想定を上回る

多数の研修受講者を受け入れ

ており、顕著な成果をあげてい

ると判断出来る。 

  

＜今後の課題＞ 

・東京電力福島第一原子力発電

所事故復興・復旧への対応とし
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て、長期低線量被ばく影響に関

する研究に今後も継続的に取

り組むべきである。 

 

・作業者の健康影響に関する追

跡調査は、国のプロジェクトし

て重要な課題であるので、体制

を整備していく必要がある。 

 

・研究成果がこれから得られて

来るが、その解析に十分な検討

が必要である。 

 

・得られた成果を広く国民に公

開し、社会的なニーズに答える

ことが、放射線の人体への影響

研究に関する専門機関として

の使命であることを鑑み、これ

らの手法について検討する。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸情勢の変化、評価対象法人に係る分析等、必要に応じて欄を設け記載） 
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